
（1）一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

（2）昇給への勤務成績の反映状況

（1）期末手当・勤勉手当

区  分 標準的な職務内容
6　級
5　級
4　級
3　級
2　級
1　級
  

会計管理者・部長・参与
課長・参事・主幹
副主幹・主任技術主査
主査・技術主査
主任・主任技師
主事・技師

人
人
人
人
人
人

6
15
27
39
5
17

職員数
％
％
％
％
％
％

5.5
13.7
24.8
35.8
4.6
15.6

構成比

笠　　松　　町

１人当たり平均支給額（平成21年度）

（平成21年度支給割合）

（加算措置の状況）

（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

その他の加算措置    
定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）           
１人当たり平均支給額 ※千円  　　　26,226千円   

  自己都合
23.50月分 
33.50月分   
47.50月分   
59.28月分     

勧奨・定年
30.55月分 
41.34月分   
59.28月分   
59.28月分     

職制上の段階、職務の級等による加算措置
管理職加算　39,600円～66,400円
役職加算　　5％～15％

（加算措置の状況）

（支給率）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
管理職加算　10％～25％
役職加算　　5％～20％

（平成21年度支給割合）

笠松町と同じ

笠松町と同じ

期末手当 　 勤勉手当   
2.75月分 　　1.4月分 
（1.5）月分  　（0.7）月分  

1,324千円

国

（3）地域手当　　支給なし

 （4）特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

 （5）時間外勤務手当

 （6）その他の手当（平成22年4月1日現在）

支給実績（平成21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

手当の種類（手当数）

534千円

177,767円

2.29％

５種類

（2）退職手当（平成22年4月1日現在）
笠　　松　　町 国

（注）１　笠松町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
        ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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（注） 平成18年に８級制から６級制に変更している。
　　　（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額である。
　　該当職員が１名の平均支給額欄は、個人情報保護のため※で表示する。

平成22年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

6級5.5％

4級24.8％

3級35.8％

2級4.6％

1級15.6％

5級13.7％

6級9.3％

4級26.2％

3級34.6％

2級4.7％

1級9.3％

5級15.9％

6級17.6％

7級14.8％

8級7.4％

4級19.5％

3級22.2％
2級0.9％

5級17.6％

　地方公務員法第４０条第１項の規定に基づき、部長級を除く全職員の勤務評
定を実施しています。  
　勤務評定基準日：年２回　（５月１日、１１月１日）
　勤務評定の結果に基づき、昇給に反映させています。

手当の名称

感染症防疫
作業手当

死体取扱手当

火葬手当

火葬手当

支給実績（平成21年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

配偶者 月額13,000円  
配偶者以外の扶養親族 月額6,500円
職員に配偶者のない場合、
扶養親族のうち１人 月額11,000円  
16歳から22歳の子     
 １人につき5,000円加算    

借家・借間に係る手当     
　月額12,000円を超える家賃を負担している
　職員に対して家賃額に対応して支給
 　 月額27,000円以内   

交通機関等利用者     
　運賃相当額     
自動車等使用者     
　2km以上（片道）使用者の     
　距離に対応して支給     
　　月額2,000円～24,500円     

課長級以上の管理職員に対して
役職に応じて支給     
　　　　39,600円～58,100円     

手当名

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

内容及び
支給単価

同じ

同じ

同じ

異なる

12,684千円

3,717千円

5,081千円

17,244千円

195,138円

154,863円

54,634円

594,621円支給される
金額

国の制度
との異同

支給職員
１人当たり
平均支給年額
（平成21年度決算）

国の制度と
異なる内容

支給実績
（平成21年度決算）

22,976千円

261千円

22,997千円

238千円

犬・猫等死体
取扱手当

感染症患者の
救護等

死体取扱作業

火葬作業

火葬作業

死体取扱作業

日額1,000円

１回1,000円

１回1,700円

１回200円

１回300円

感染症防疫作業に従事する
職員

行路病死人等の死体取扱
作業に従事する職員

死体の火葬作業に従事する
職員

犬・猫等死体取扱作業に
従事する職員

獣畜死体等の火葬作業に
従事する職員

主な支給対象職員 主な
支給対象業務

左記職員に対する
支給単価

3  一般行政職の級別職員数などの状況

4  職員の手当の状況

町職員の
給与などを
公表します

職員の給与などの実態を町民の皆さんに
ご理解いただくため、その状況について
公表します。

5・6・7ページ

（1）人件費の状況（一般会計決算）

（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
　   （平成22年4月1日現在）

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
　   （平成22年4月1日現在）

（2）職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

笠松町の給与・定員管理などについて

（2）職員給与費の状況（一般会計決算）

一般行政職

（3）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

区  分

21年度

区  分

区  分 平均年齢

歳
44.9  　

歳
41.9  　

円
318,800　

円
325,579　

円
339,066　

円
395,666　

円
363,232　

円

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

笠松町

国

21年度

人

22,143

人

116

100

95

90

85

千円

449,647

　　　　千円

6,126,856

　　　　千円

265,534

　　　　千円

1,016,018

％

16.6

％

17.3

住民基本
台帳人口

（平成21年度末）

（参考）
平成20年度の
人件費率

 歳出額
　　　 A

職員数

　　 A

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
        ２　職員数は、平成21年4月1日現在の人数である。

（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の
　　　　 地方公務員の給与水準を示す指数である。

給　　与　　費

給　料

千円

62,114

職員手当

千円

685,115

千円

5,906

計   Ｂ

千円

173,354

期末・勤勉手当

 人件費
　　　 B

人件費率
Ｂ／Ａ

実質収支

一人当たり
給与費
　 Ｂ／Ａ

（H17）
89.6

笠松町 全国町村平均

（H22）
92.7

（H17）
93.7

（H22）
95.1

区  　　  分

172,200円

140,100円

137,200円

129,200円

201,100円

188,900円

172,200円

140,100円

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

笠　松　町 国

一般行政職

技能労務職

医療職（保健師）

区  　　  分

263,900円大学卒

高校卒

経験年数10年

292,933円

268,333円

経験年数15年

335,433円

300,900円

経験年数20年

一般行政職

（注）１「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの
　　　 職員の基本給の平均である。
２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手
当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計し
たものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされてい
るものである。　　　　　

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月
額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていない
ことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもので
ある。

1  総括

2  職員の平均給与月額、初任給などの状況

円

区  　分

給

　料

報

　酬

期
末
手
当

退
職
手
当

一
般
行
政
部
門

公
営
企
業
等
会
計
部
門

特
別
行
政
部
門

町　長

副町長

議　長

副議長

議　員

729,000円

625,500円

構成比
5年前の構成比

300,000円

260,000円

240,000円

（平成22年度支給割合）

　　　　　　　　　  3.95月分

（平成22年度支給割合）

　　　　　　　　　  3.95月分

（算定方式）

  退職時給料月額×在職期間１年につき100分の500　退職時

  退職時給料月額×在職期間１年につき100分の300　退職時

議　長

副議長

議　員

町　長

副町長

町　長

副町長

区　分 職　員　数
主 な 増 減 理 由

平成17年4月1日
職　員　数

平成22年4月1日
職　員　数 純　減　数 純　減　率

人
157　　

人
135　　

人
△22　　

％
△14.0　  

対前年
増減数平成22年 平成21年部　門

議　　会

総務企画

税　　務

民　　生

衛　　生

農林水産

商　　工

土　　木

小　　計

教　　育

小　　計

水　　道

下 水 道

そ の 他

小　　計

3

41

13

18 

10

2

1

10

98

18

18

3

5

8

16

132

［147］

3

37

13

17

11

2

1

10

94

20

20

4

5

8

17

131

［147］

0

4

0

1

△1

0

0

0

4

△2

△2

△1

0

0

△1

1

［0］

事務事業の効率化による減員

事務事業の縮小による減員

事務の効率化による減員

給 料 月 額 等

 （1）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（支給時期）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。              
　　  ２　[     ]内は、条例定数の合計である。              

（注）１　計画期間は、17年～22年の5年間である。                         
        ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。                         
        ３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄に
　　　　  あっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。                       

国勢調査業務等、事務量の
増加による増員

子ども手当等、事務量の
増加による増員
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 （2）年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）  

 （3）定員適正化計画の数値目標および進捗状況
①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の
　数値目標

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年4月1日現在）

一般行政
職員数

増　減

職員数

増　減

職員数

増　減

職員数

増　減

（参考）
数値目標

17～22年
計

22年
5年目

21年
4年目

20年
3年目

19年
2年目

18年
1年目

17年
計画始期

124

19

14

157

121

△3

19

0

13

△1

153

△4

109

△12

20

1

12

△1

141

△12

94

△15

20

0

14

2

128

△13

94

0

20

0

17

3

131

3

98

4

18

△2

16

△1

132

1

97

△27

22

3

16

2

135

△22

̶

教　　育

計

公営企業
等会計

区　分

部　門

△26
（96.3％）

̶

△1
（133.3％）

̶

△25
（113.6％）

̶

2
（100.0％）

5  特別職の報酬などの状況 （平成22年4月1日現在）

6  職員数の状況

合　　計

6


